地方公会計に関するこれまでの経緯

	総　務　省
	東　京　都
	大　阪　府

	Ｈ12.3　「普通会計バランスシート」の作成方法を公表
	
	

	Ｈ13.3　「各地方公共団体全体のバランスシート」及び

「行政コスト計算書」の作成方法を公表
	Ｈ13.3　「機能するバランスシート」を公表
	Ｈ12.11　「大阪府普通会計バランスシートの試算」を公表




	
	Ｈ14.9　「東京都の会計制度改革に関する検討委員会」を設置

⇒　財務会計システムの開発、会計基準の検討等に着手
	

	Ｈ17.9　「地方公共団体の連結バランスシートの試行について」を公表
	
	

	Ｈ18.5　「新地方公会計制度研究会報告書」を公表
Ｈ18.6　「行政改革推進法」施行

⇒　地方に資産・債務改革を要請、国は企業会計の慣行を参考とした貸借対照表など地方に対して財務書類の整備に関して助言

Ｈ18.8　「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（総務事務次官通知）」

⇒　都道府県は3年後までに財務４表を整備することを要請
Ｈ19.10　「新地方公会計制度実務研究会報告書」を公表
Ｈ19.10　「公会計の整備推進について（自治財政局長通知）」

⇒　「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」を活用して、連結ベースの財務４表を整備することを改めて要請



	Ｈ18.4　「東京都の新たな公会計制度」、「東京都会計基準」を導入

⇒　日々の会計処理の段階から複式簿記の処理を行い、財務諸表を作成

Ｈ19.9　新システムによる財務諸表を公表


	

	
	Ｈ21.4　橋下府知事が東京都石原知事と会談し、東京都公会計システムの大阪府への導入に関して協力を要請

	
	
	Ｈ21.5　５月定例議会における知事答弁

⇒　新公会計制度への対応は、東京都方式を基本とし、平成24年度の本格導入を目指す
Ｈ21.6　新公会計制度ＰＴ発足




以後、決算統計のデータを活用した「貸借対照表」及び「行政コスト計算書」（総務省方式）を「財政のあらまし」で公表


（平成11年度～平成19年度）





各府県においては、総務省の２モデルのいずれか、もしくは独自方式に基づき、今年度に財務4表を公表する予定








地方公共団体財政健全化法と地方公会計改革はあわせて進めていくことが重要であり、財政健全化法の本格施行も踏まえ、平成20年度決算に基づき平成21年度に財務書類４表を整備することを地方へ要請
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